
(証券コード 6156)
平成27年９月10日

株 主 各 位

東京都府中市分梅町二丁目20番５号

株 式 会 社 エ ー ワ ン 精 密
代表取締役社長 林 哲 也

第25期定時株主総会招集ご通知

拝啓 平素は格別のご高配を賜り厚く御礼申し上げま
す。
　さて、当社第25期定時株主総会を下記のとおり開催い
たしますので、ご出席くださいますようご通知申し上げ
ます。
　なお、当日ご出席願えない場合には、書面によって議
決権を行使することができますので、お手数ながら後記
の株主総会参考書類をご検討くださいまして、同封の議
決権行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき平
成27年９月25日(金曜日)午後５時30分までに到着するよ
うご送付くださいますようお願い申し上げます。

敬 具

記

１ 日 時 平成27年９月27日（日曜日）午後１時

２ 場 所 東京都府中市若松町一丁目４番１号

マロウドイン東京 ３階 鳳凰の間

（昨年の総会会場と変更になっておりま

す。末尾の「定時株主総会会場ご案内

図」をご参照ください。)
３ 会議の目的事項

報告事項 第25期(自 平成26年７月１日 至 平成

27年６月30日)事業報告および計算書類

報告の件

決議事項

第１号議案 剰余金処分の件

第２号議案 定款一部変更の件

第３号議案 取締役(監査等委員である取締役を除

く。)４名選任の件
第４号議案 監査等委員である取締役３名選任の

件
第５号議案 取締役(監査等委員である取締役を除

く。)の報酬等の額設定の件
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第６号議案 監査等委員である取締役の報酬等の

額設定の件
第７号議案 第25期役員賞与支給の件

以 上
〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰

　当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場
受付にご提出くださいますようお願い申し上げます。
　株主総会参考書類、事業報告および計算書類に修正が生じた場合
は、インターネット上の当社ウェブサイト
(http://www.a-one-seimitsu.co.jp/)に掲載させていただきます。

― 2 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 14時50分 $FOLDER; 2ページ



(添付書類)
事 業 報 告

（自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日）

１．会社の現況に関する事項

　(1) 事業の経過及びその成果
　当期におけるわが国経済は、大手企業を中心に安
定した業績が継続し、季節的に多少波があったもの
の全般的に堅調な動きを示しました。国内において
は、老朽化した生産設備の更新、多品種少量品の生
産に対応した設備への改造、省力化・合理化設備投
資など民間企業で設備投資の動きがありました。ま
た世界的に普及が進んだスマートフォンに代表され
る電子デバイス等の高機能材料・部品などで日本企
業の競争力が発揮され、増産となる企業もあり、関
連する分野での機械稼働率は高まりました。為替が
以前に比べ円安水準で定着し、国内製造業の価格競
争力が出てきたことに加えて、新興国の中には安価
な労働力の確保が難しくなり、人件費等の製造コス
トが上昇するところも散見され、世界的に製造業を
取り巻く事業環境が変化し、日本の製造業において
も海外生産品の一部を国内に移管する動きがありま
した。工作機械の分野では、新興国での部品量産用
の機械設備需要が継続したことと、欧米においても
製造業が堅調に推移し、付加価値の高い複雑な加工
に使用する高性能機械設備需要があったことなど
で、高水準の受注を確保しました。国内でも設備投
資関連の補助金があり、中小企業でも久しぶりに設
備投資をする動きが出て、工作機械の受注は増加し
ました。国内の個人消費の分野では、昨年の消費税
引上げを機に大きく落ち込み、当期の後半にようや
く底打ちし緩やかながら増加に転じました。
海外においては、北米で個人消費が堅調に推移

し、世界的な景気の牽引役となりました。欧州は、
国ごとの格差はあるものの底堅く推移しました。新
興国では中国の経済成長率の減速が鮮明になり、経
済的なつながりの強い新興国において、その影響を
受け経済成長率の低下するところが出てきておりま
す。

― 3 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 14時50分 $FOLDER; 3ページ



　このような状況を受け当社の受注は、昨年末と年
度末の今年の３月に掛けて増加傾向を示し設備投資
や単品加工は３月後半、４月初めと動きが止まった
ところもありましたが、量産部品加工は平均的に稼
働したため総じて底堅く推移しました。
　国内製造業で単純量産加工が減少し多品種少量生
産が定着しており、機械稼働率の高まりが必ずしも
売上の増加に直結しない場合もあり、当社の受注も
増加傾向ではありますが売上は微増となりました。

この結果、当期の売上高は1,920,338千円（前年
同期比5.3％増）、営業利益は501,124千円（前年同
期比14.3％増）、経常利益は503,488千円（前年同期
比8.9％増）、当期純利益は447,101千円（前年同期
比40.2％増）となりました。

　セグメント別の営業の概況は以下のとおりであり
ます。

　 <コレットチャック部門>

　コレットチャック部門では北米の個人消費が好調
だったこと、新興国も景気の波はあったものの総じ
て消費は堅調に推移したことなどで製造業の生産活
動は堅調でありました。そうしたなか製造業を取り
巻く世界的な事業環境が変化し、日本国内の生産水
準が上昇し量産部品加工も増加傾向を示しました。
国内生産の量産部品は比較的難しい加工が多く小型
精密部品加工に使用するコレットチャックは、標準
仕様よりもユーザーごとのオーダー品の需要が多
く、当社の受注もオーダー品の比率が増加する傾向
は継続しました。
　この結果、当セグメントの売上高は1,321,739千
円（前年同期比5.9％増）、セグメント利益は
652,244千円（前年同期比9.8％増）となりました。
　

　 <切削工具部門>

　切削工具部門では、国内製造業の機械稼働率の高
まりに連動し設備投資も引き続き堅調に推移し量産
部品加工、単品もの、設備部品など底堅い動きを示
しました。量産部品加工などで使用される特殊品、
単品ものや設備部品などで使用される標準品の再研
磨ともに堅調に推移して、当社の受注も緩やかなが
ら増加傾向となりました。
　この結果、当セグメントの売上高は556,945千円
（前年同期比5.0％増）、セグメント利益は138,740千
円（前年同期比19.4％増）となりました。
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　 <自動旋盤用カム部門>

　自動旋盤用カム部門では、現存する国内外のカム
式自動旋盤で加工する部品の増減により当社の売上
も左右されますが、当期は当部門の受注は前期に比
較して減少となりました。
　この結果、当セグメントの売上高は41,653千円
（前年同期比5.2％減）、セグメント利益は17,172千
円（前年同期比13.7％減）となりました。

セグメント別売上高の推移

区 分
平成26年６月期

第24期
平成27年６月期
第25期(当期) 対前期比

売 上 高 構成比 売 上 高 構成比
千円 ％ 千円 ％ ％

コレットチャック部門 1,248,581 68.5 1,321,739 68.8 105.9

切 削 工 具 部 門 530,577 29.1 556,945 29.0 105.0

自動旋盤用カム部門 43,938 2.4 41,653 2.2 94.8

合 計 1,823,096 100.0 1,920,338 100.0 105.3

　(2) 設備投資の状況

　当期において実施した設備投資の総額は109,232
千円であり、主に切削工具部門及びコレットチャッ
ク部門の機械及び装置の購入によるものでありま
す。

　

　(3) 資金調達の状況

　該当事項はありません。
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　(4) 財産及び損益の状況

区 分
平成24年６月期 平成25年６月期 平成26年６月期 平成27年６月期

第22期 第23期 第24期 第25期（当期)

千円 千円 千円 千円

売 上 高 1,876,238 1,729,984 1,823,096 1,920,338

千円 千円 千円 千円

経 常 利 益 513,719 400,997 462,160 503,488

千円 千円 千円 千円

当 期 純 利 益 284,936 244,548 318,980 447,101

円 円 円 円

１ 株 当 た り
当 期 純 利 益

189.96 163.03 212.67 321.55

千円 千円 千円 千円

総 資 産 7,360,318 7,908,770 8,196,665 7,934,479

千円 千円 千円 千円

純 資 産 6,878,210 7,275,201 7,531,503 7,159,567

％ ％ ％ ％

自 己 資 本 比 率 93.4 92.0 91.9 90.2

(注)1.１株当たり当期純利益は、期中平均発行済株式数に基づき算

出しております。

2.当社は平成24年５月26日開催の取締役会決議に基づき、平成

24年７月１日付で普通株式１株につき普通株式100株の割合

で、株式分割を行っております。表中の１株当たり当期純利

益の金額は、平成24年６月期の期首に当該株式分割が行われ

たと仮定して算定しております。

　(5) 対処すべき課題

　当社が製造、販売するコレットチャック、自動旋

盤用カム、切削工具研磨・製造事業は精密機械部品

または金型等を加工するために使用される工具にか

かる事業であるため、当社の業績はこれらの加工業

界の景気動向に影響を受ける傾向にあります。これ

までもその影響により業績が大きく変動しておりま

す。

　今後につきましても、世界的な規模で景気変動が

繰り返されていくと想定されますが、そうしたなか

製造業において高品質・短納期・低コストがさらに

厳しく要求されてくると思われます。世界的なコス

ト競争の中で国内製造業は厳しい対応が求められて

きます。特に日本の製造業の大半を占める下請け企

業においては、受注量が増加しても利益率の薄い中

での繁忙となる可能性があり、厳しい状況は継続す

ると思われます。
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　このような状況に鑑み、業績の安定化を図るため

主力のコレットチャック部門では、小型自動旋盤用

コレットチャックの対応機種を広げ各種専用機及び

一般産業機械に使用されるコレットチャックの受注

にも積極的に取り組んでまいります。

　生産面におきましては、ニーズの多様化するなか

で作業の標準化、人材の育成、設備投資による作業

の効率化・能力増強をさらに推進し、製造コストの

低減を図り、納期の短縮に努めてまいります。

　また、コレットチャック部門では、品質保証体制

の充実した製品づくりを行い、顧客の信頼感をさら

に高め、顧客要求に対応し、企業基盤の強化に努め

る所存であります。

　営業面におきましてはコレットチャック部門、自

動旋盤用カム部門は高品質製品の短納期対応をさら

に充実させ、顧客ニーズに応えることにより市場の

優位性を保ってまいります。

　また、海外販売におきましては現地の商社と協力

して、十分なアフターサービスを展開し、販売体制

のサポートの強化拡充を図ってまいります。

　切削工具部門では、切削工具の再研磨事業から開

始し、顧客先への訪問・新聞・専門誌への広告など

により新規顧客開拓、リピートオーダーの定着に注

力し、ある程度の基盤ができてまいりました。引き

続き営業地域の拡大と、既存の営業地域内での浸透

度を高めて、より一層強固な基盤作りを目指しま

す。

　また、切削工具の再研磨に加えて、特殊切削工具

の成形・製作に力を入れております。特殊切削工具

製作需要は、再研磨需要同等に大きなものであり、

多品種の特殊切削工具に短納期で対応することで受

注を確保していくことが可能と考えております。従

来対応不能であった難易度の高い特殊切削工具の製

造が可能になったことで、顧客の幅が着実に広がっ

てきており、この動きを確かなものとして基盤の強

化に努めてまいります。

　

　株主の皆様におかれましては、今後ともより一層

のご理解ご支援を賜りますようお願い申し上げま

す。
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　(6) 主要な事業内容（平成27年６月30日現在）

　当社の事業内容は、小型自動旋盤等で用いられる

コレットチャック等を製造・販売するコレットチャ

ック部門、各種切削工具の再研磨加工の受託及び特

殊切削工具の製造・販売を行う切削工具部門、小型

自動旋盤用カムの設計・製造・販売を行う自動旋盤

用カム部門の三つの事業部門で構成されておりま

す。

(7) 主要な営業所及び工場(平成27年６月30日現在)

事業所名 所在地

本 社 東京都府中市

山梨工場 山梨県韮崎市

　(8) 使用人の状況（平成27年６月30日現在）

使 用 人 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

100名 5名増 41.5歳 12.9年

　(9) 主要な借入先（平成27年６月30日現在）

　 該当事項はありません。

　(10)重要な親会社及び子会社の状況

　 該当事項はありません。

　(11)その他会社の現況に関する重要な事項

　 特に記載すべき事項はありません。
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２．会社の株式に関する事項

(1) 発行可能株式総数 4,800,000株

(2) 発行済株式の総数 1,199,763株

(自己株式300,237株を除く）

(3) 株主数 1,097名

(4) 大株主（上位10名）

株主名 持株数 持株比率

株 ％

株 式 会 社 致 知 317,200 26.43

Ｃ . Ｉ . Ｆ . Ｈ Ｏ Ｌ Ｄ Ｉ Ｎ Ｇ 株 式 会 社 200,000 16.66

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社（信託口） 143,500 11.96

エ ー ワ ン 精 密 従 業 員 持 株 会 34,700 2.89

株 式 会 社 Ｓ Ｂ Ｉ 証 券 31,500 2.62

中 西 崇 介 16,300 1.35

佐 藤 昭 三 12,000 1.00

竹 内 忠 夫 11,800 0.98

大 橋 逸 夫 10,900 0.90

清 水 重 春 9,400 0.78

（注） 当社は、自己株式（300,237株）を保有しております
が、上記大株主から除いております。また、持株比
率は自己株式を控除して計算しております。

　(5) その他会社の株式に関する重要な事項

　 特に記載すべき事項はありません。

３．会社の新株予約権等に関する事項

　 該当事項はありません。
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４．会社役員に関する事項

　(1) 取締役及び監査役の氏名等

氏 名 地 位 担当 重要な兼職の状況

林 哲也 代表取締役社長

室田 武師 専 務 取 締 役
コレットチャック

部門担当

金丸 信行 常 務 取 締 役 切削工具部門担当

梅原 勝彦 取 締 役 相 談 役 株式会社致知 代表取締役社長

倉橋 幹郎 監 査 役（常 勤)

佐藤 昭三 監 査 役（常 勤)

鈴木 誠 監 査 役
九段下税理士合同事務所
税理士

(注)1.監査役倉橋幹郎氏及び監査役鈴木誠氏は、会社法第２条第
16号に定める社外監査役であります。

2.監査役鈴木誠氏は、税理士として企業税務に精通してお
り、財務及び会計に関する相当程度の知見を有するもので
あります。

3.当社は、社外監査役倉橋幹郎氏及び社外監査役鈴木誠氏を
東京証券取引所の定めに基づく独立役員として指定し、同
取引所に届け出ております。

　(2) 当事業年度に係る取締役及び監査役の報酬等

　 の総額及び員数

区分 人員 金額 摘要

千円

取 締 役 ４名 61,450 ―

監 査 役 ３名 10,540 ―

(うち社外監査役） （ ２名） （3,940） ―

計 ７名 71,990 ―

(注)1．取締役の報酬等の額には、平成27年９月27日開催の定時
株主総会において決議予定の役員賞与12,600千円を含め
ております。

2．報酬等の額には、役員退職慰労引当金の当期繰入額8,990
千円（取締役8,050千円、監査役940千円（うち社外監査
役340千円））が含まれております。
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　(3) 社外役員に関する事項

　 ①重要な兼職先である他の法人等と当社との関係

　社外監査役鈴木誠氏は九段下税理士合同事務所

を兼任しております。当社と同税理士事務所との

間には特別な関係はありません。

　 ②会社又は会社の特定関係事業者の業務執行者

　又は役員との親族関係

　該当事項はありません。

　 ③当事業年度における主な活動状況

社外監査役倉橋幹郎氏は、当期に開催した19回

すべての取締役会に出席し、主に出身分野である

金融機関を通じて培った知識・見地から適宜発言

を行いました。また、当期に開催した監査役会10

回すべてに出席し、監査状況の報告、確認を行い

ました。

　社外監査役鈴木誠氏は、当期に開催した19回す

べての取締役会に出席し、主に税理士の専門的立

場から発言を行いました。また、当期に開催した

監査役会10回すべてに出席し、監査状況の報告、

確認を行いました。

　 ④責任限定契約の内容の概要

当社定款において、社外監査役は、会社法第
427条第１項の規定に基づき、同法第423条第１項
の責任について、善意かつ重過失がないときは一
定の限度を設ける契約を締結することができる旨
を定めておりますが、現時点においては、社外監
査役との間で責任限定契約を締結しておりませ
ん。

　(4) その他会社役員に関する重要な事項

　 特に記載すべき事項はありません。
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５．会計監査人の状況

　(1)会計監査人の名称

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

　(2)当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額

当事業年度に係る会計監査人としての報酬額

　 14,000千円

(注)1. 当社と会計監査人との間の監査契約において、会
社法に基づく監査と金融商品取引法に基づく監査の
監査報酬等の額を明確に区分しておらず、実質的に
も区分できないため、上記の金額には金融商品取引
法に基づく監査の報酬等の額を含めております。

2. 当社監査役会は、日本監査役協会が公表する「会
計監査人との連携に関する実務指針」を踏まえ、会
計監査人の監査計画の内容などを確認し、検討した
結果、会計監査人の報酬等につき、会社法第399条第
１項の同意を行っております。

　(3)非監査業務の内容

該当事項はありません。

(4)責任限定契約の内容概要

当社との間で、会社法第423条第１項の賠償責任

を限定する契約を締結しております。当該契約に基

づく賠償の限度額は、法令の定める最低責任限度額

であります。

　(5)会計監査人の解任又は不再任の決定の方針

監査役会は、会計監査人の職務の執行に支障があ

る場合等、その必要があると判断した場合には、株

主総会に提出する会計監査人の解任又は不信任に関

する議案の内容を決定いたします。

会計監査人が会社法第340条第１項各号のいずれ

かに該当すると認められる場合には、監査役会は監

査役全員の同意により会計監査人を解任いたしま

す。この場合、監査役会が選定した監査役は解任後

最初に招集される株主総会において、会計監査人を

解任した旨及びその理由を報告いたします。
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６．業務の適正を確保するための体制及び運用状況の概

要

　(1)取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款

に適合することを確保するための体制

① 当社は、全社員の行動・判断基準とするべ
く「経営理念」「倫理規程」を定めて、全取締
役及び使用人の意思の統一を図り、関係法令
を遵守し社会に適合した行動をするための指
針としている。

② 取締役会については、月に１回以上の頻度
で、原則として取締役、監査役全員出席し、
関係法令、取締役会規程に準拠し、取締役の
職務の執行が適切に行われているかを統制し
ている。

③ 監査役会については、月に１回程度の頻度
で開催し、監査役間の意思疎通を行うととも
に、取締役の職務執行についての監査の有効
性を確保している。

　(2)取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理

に関する体制

取締役の職務の執行に係る情報の保存は、文
書又は電磁的媒体にて行い、「文書管理規程」に
基づき、文書の種類により１年、５年、７年、
10年、永久の保存年限を定め、必要に応じて随
時閲覧できるようにしている。

(3)損失の危険の管理に関する規程その他の体制

① 当社のリスク管理に関わる事項は、「リ
　 スク管理規程」に規定しており、リスク管
　 理担当グループにおいて定期的にリスクの
　 洗い出し、内容評価を実施し、代表取締役
　 社長へ報告し、代表取締役社長は評価の分
　 析を行い、対応方針を決定する。
② 日常業務で発生する可能性のあるリスク

に関しては、各社員が各業務グループ長
へ報告をし、各業務グループ長が適切な
リスク管理を行いリスク回避に努める。
リスク発生が差し迫っていると認知した
場合、速やかに担当取締役へ報告し、必
要に応じて取締役間で協議・対応を行う。

― 13 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 14時50分 $FOLDER; 13ページ



(4)取締役の職務の執行が効率的に行われることを

　 確保するための体制

① 当社は、取締役会を月に１回以上開催し

　 必要事項の決議、取締役の職務執行の監督

　 を行い、必要なときに適切な意思決定が可

　 能な体制を整え、経営計画の達成を図る。

　② 職務執行を迅速性、実効性のあるものと

　 するために「業務分掌規程」「職務権限規

　 程」により責任、権限を明確にして、業務

　 遂行の円滑化を図る。

(5)当社及び子会社から成る企業集団における業務

　 の適正を確保するための体制

該当事項はありません。

(6)監査役がその職務を補助すべき使用人を置くこ

とを求めた場合における当該使用人に関する事

項並びにその使用人の取締役からの独立性に関

する事項

① 監査役がその職務を補助すべき使用人を

置くことを求めた場合、当社は監査役と協

議をして必要な使用人の配置、補助業務の

円滑な遂行が可能な体制を整えるものとす

る。また、当該使用人については監査役の

管轄とし、取締役からは独立した立場を確

保する。

② 監査役の職務を補助すべき使用人が、監

査役に報告を行ったことにより不利な取り

扱いを受けることがないようにする。

③ 監査役がその職務の執行について必要な

費用の前払い等の請求をした場合、その職

務の執行に必要でないと認められた場合を

除き、速やかに当該費用を支払うものとす

る。
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(7)取締役及び使用人が監査役に報告するための

　 体制、その他の監査役への報告に関する体制

① 監査役は、重要な意思決定や業務執行の

　 状況を把握、監督するために、取締役会へ

　 の出席、重要な書類の閲覧、場合によって

　 は取締役及び使用人に説明を求めることが

　 できるものとする。

　② 取締役及び使用人は、監査役の求めに応

　 じて会社の状況、業務執行状況、意思決定

　 の経緯、その他の事項についてその内容の

　 報告を行い、監査役の業務が実効性を伴い

　 適切に行われるように協力するものとする。

(8)反社会的勢力排除に向けた基本的な考え方及び

　 その整備状況

① 当社は、社会秩序や企業活動の健全性に

　 脅威を与える反社会的勢力及びその団体を

　 遮断し、一切の関係を持たず、不当な要求

　 を受けた場合は、断固として要求に応じな

　 い姿勢を維持する。

　② 反社会的勢力の要求には、組織として対

　 応を図るとともに、所轄警察署等の外部専

　 門家と連携して、社内体制の整備を行うも

　 のとする。

平成27年４月30日開催の取締役会の決議により

「内部統制システムの構築に関する基本方針」を一

部改正しております。会社法及び会社法施行規則が

改正された平成27年５月１日以降、上記変更後の基

本方針に沿って運用しております。

７．会社の支配に関する基本方針

特に定めておりません。

〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰〰
(注) この事業報告の記載金額は、千円未満を切り捨てて表示し

ております。
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貸 借 対 照 表
(平成27年６月30日現在)

(単位：千円)

科 目 金 額 科 目 金 額

(資 産 の 部) (負 債 の 部)

流 動 資 産 4,561,096 流 動 負 債 293,906

現金及び預金 3,411,833 買 掛 金 14,715

受 取 手 形 103,127 未 払 金 117,128

売 掛 金 329,975 未払法人税等 119,781

有 価 証 券 500,000 役員賞与引当金 12,600

製 品 2,828 そ の 他 29,680

原 材 料 26,270

仕 掛 品 163,687 固 定 負 債 481,005

繰延税金資産 25,198 退職給付引当金 362,518

そ の 他 716 役員退職慰労引当金 70,720

貸 倒 引 当 金 △2,541 繰延税金負債 47,767

固 定 資 産 3,373,383 負 債 合 計 774,912

有形固定資産 1,436,806 (純資産の部)

建 物 550,177 株 主 資 本 6,876,947

構 築 物 14,762 資 本 金 292,500

機 械 装 置 546,912 資 本 剰 余 金 337,400

車 両 運 搬 具 2,577 資 本 準 備 金 337,400

工具器具備品 3,039 利 益 剰 余 金 7,087,733

土 地 319,337 利 益 準 備 金 20,000

無形固定資産 5,772 その他利益剰余金 7,067,733

ソフトウェア 5,118 特別償却準備金 76,596

電 話 加 入 権 653 別 途 積 立 金 6,340,000

投資その他の資産 1,930,804 繰越利益剰余金 651,137

長 期 預 金 1,101,400 自 己 株 式 △840,686

投資有価証券 826,750 評価・換算差額等 282,620

破産更生債権等 578 その他有価証券評価差額金 282,620

長期前払費用 2,605

そ の 他 47

貸 倒 引 当 金 △578 純 資 産 合 計 7,159,567

資 産 合 計 7,934,479 負債・純資産合計 7,934,479

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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損 益 計 算 書

（自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日）

(単位：千円)

科 目 金 額

売 上 高 1,920,338

売 上 原 価 1,119,285

売 上 総 利 益 801,052

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 299,928

営 業 利 益 501,124

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 29,105

そ の 他 3,992 33,098

営 業 外 費 用

自 己 株 式 取 得 費 用 30,734 30,734

経 常 利 益 503,488

特 別 利 益

有 形 固 定 資 産 売 却 益 79

投 資 有 価 証 券 売 却 益 186,578 186,658

特 別 損 失

投 資 有 価 証 券 売 却 損 12,747 12,747

税 引 前 当 期 純 利 益 677,400

法人税、住民税及び事業税 238,364

法 人 税 等 調 整 額 △8,065 230,298

当 期 純 利 益 447,101

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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株主資本等変動計算書

（自 平成26年７月１日
至 平成27年６月30日）

(単位：千円)

株 主 資 本

資 本 金
資本剰余金

資本準備金
資本剰余金
合 計

平成 26 年７月１日残高 292,500 337,400 337,400

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― ―

特別償却準備金の取崩 ― ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― ―

自 己 株 式 の 取 得 ― ― ―

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純 額)

― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― ― ―

平成 27 年６月 30 日残高 292,500 337,400 337,400

(単位：千円)

株 主 資 本

利益剰余金

自己株式
株主資本
合計利 益

準備金

その他利益剰余金
利益剰余金

合計
特 別
償 却
準 備 金

別 途
積 立 金

繰越利益
剰 余 金

平成26年
７月１日残高

20,000 91,386 6,040,000 588,229 6,739,616 △686 7,368,830

事業年度中の
変 動 額

剰余金の配当 ― ― ― △98,984 △98,984 ― △98,984

特別償却準備金の取崩 ― △14,790 ― 14,790 ― ― ―

別途積立金の積立 ― ― 300,000 △300,000 ― ― ―

当期純利益 ― ― ― 447,101 447,101 ― 447,101

自己株式の取得 ― ― ― ― ― △840,000 △840,000

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純額）

― ― ― ― ― ― ―

事業年度中の変動額合計 ― △14,790 300,000 62,907 348,117 △840,000 △491,882

平成27年
６月30日残高

20,000 76,596 6,340,000 651,137 7,087,733 △840,686 6,876,947
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(単位：千円)

評価・換算差額等
純資産
合計その他有価証券

評価差額金
評価・換算差額等

合計

平成26年７月１日残高 162,673 162,673 7,531,503

事 業 年 度 中 の 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 ― ― △98,984

特別償却準備金の取崩 ― ― ―

別 途 積 立 金 の 積 立 ― ― ―

当 期 純 利 益 ― ― 447,101

自 己 株 式 の 取 得 ― ― △840,000

株主資本以外の項目の事業
年度中の変動額（純 額)

119,946 119,946 119,946

事業年度中の変動額合計 119,946 119,946 △371,936

平成27年６月30日残高 282,620 282,620 7,159,567

（記載金額は、千円未満を切り捨てて表示しております。）
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個 別 注 記 表

１．重要な会計方針に係る事項

　(1) 有価証券の評価基準及び評価方法
　 満期保有目的の債券

償却原価法（定額法）
　 その他有価証券

時価のあるもの 決算日の市場価格等に基づく時価法
（評価差額は全部純資産直入法により処
理し、売却原価は移動平均法により算
定）

　(2) たな卸資産の評価基準及び評価方法
総平均法による原価法(収益性の低下に
よる簿価切下げの方法）

　(3) 固定資産の減価償却の方法
有 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

定率法（ただし、平成10年４月１日以
降取得した建物（建物附属設備は除く）
については、定額法）を採用しており
ます。
なお、主な耐用年数は下記のとおりで
あります。
主な耐用年数
　建物及び構築物 15～47年
　機械装置 10年
また、平成19年３月31日以前に取得し
たものについては、償却可能限度額ま
で償却が終了した翌年から５年間で均
等償却する方法によっております。

無 形 固 定 資 産
（リース資産を除く）

ソフトウェア（自社利用分）について
は、社内における利用可能期間（５年）
による定額法によっております。

　(4) 引当金の計上基準
貸 倒 引 当 金 債権の貸倒損失に備えるため、一般債

権については貸倒実績率により、貸倒
懸念債権等特定の債権については個別
に回収可能性を勘案し、回収不能見込
額を計上しております。

役員賞与引当金 役員の賞与の支給に備えるため、役員
賞与支給見込額のうち当期に負担すべ
き額を計上しております。

退職給付引当金 従業員の退職給付に備えるため、当期
末における退職給付債務の見込額に基
づき計上しております。

役員退職慰労引当金 役員の退職慰労金の支給に備えるため、
内規に基づく期末要支給額を計上して
おります。

　(5) 消費税等の処理方法 消費税及び地方消費税の会計処理は税
抜方式によっております。
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２．貸借対照表

　(1) 有形固定資産の減価償却累計額 3,549,230千円
　
　(2) 圧縮記帳 過年度に取得した建物のうち、国庫補

助金による圧縮記帳額は6,097千円であ
り、貸借対照表計上額はこの圧縮記帳
額を控除しております。

３．株主資本等変動計算書

　(1）発行済株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 1,500,000 ― ― 1,500,000

　(2）自己株式に関する事項

株式の種類 当事業年度期首 増加 減少 当事業年度末

普通株式(株) 237 300,000 ― 300,237

（注) 公開買付により自己株式300,000株を取得しております。

　(3）配当に関する事項
① 配当金支払額

決議
株式の
種類

配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日
効力
発生日

千円 円
平成26年９月27
日定時株主総会

普通株式 98,984 66 平成26年
６月30日

平成26年
９月30日

② 基準日が当事業年度に属する配当のうち、配当の効力発
生日が翌事業年度となるもの

決議
株式の
種類

配当の
原資

配当金の
総額

１株当た
り配当額

基準日
効力
発生日

千円 円
平成27年９月27
日定時株主総会

普通株式 利益剰余金 107,978 90 平成27年
６月30日

平成27年
９月29日

４．税効果会計

繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳
繰延税金資産

未払事業税 10,393千円
在庫評価損 13,011千円
退職給付引当金 114,918千円
役員退職慰労引当金 22,418千円
貸倒引当金 842千円
減価償却限度超過額 125千円
その他 5,191千円
繰延税金資産小計 166,901千円
評価性引当額 △22,418千円
繰延税金資産合計 144,482千円

繰延税金負債
特別償却準備金 35,879千円
その他有価証券評価差額金 131,172千円
繰延税金負債合計 167,052千円
繰延税金負債の純額 22,569千円
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５. 関連当事者との取引に関する注記

属性
会社
等の
名称

議決権等

の所有

（被所有）
割合(%)

関連当事者

との関係

取引の
内容

取引
金額

（千円）

科
目

期末
残高
(千円)

主要
株主
(法人)

株式
会社
致知

（被所有）
直接
26.43

役員の
兼任等

自己株式
の取得
(注)

840,000

　

― ―

（注) 自己株式につきましては、平成26年12月18日の取締役会決
議に基づき、公開買付けの方法により買付価格を１株につ
き2,800円にて行っております。

　
６. 金融商品関係

1．金融商品の状況に関する事項

(1) 金融商品に対する取組方針

　当社は、資金運用については余裕資金を元に一定の範囲
内で安全性の高い金融商品や換金性のある金融商品を対象
に、投資環境等を勘案し慎重に判断しております。
　設備投資等に必要な資金は、原則として自己資金を充当
し外部からの調達は考慮しておりません。外部からの調達
の必要性が生じた場合は、その時点で検討いたします。

(2) 金融商品の内容及びそのリスク

　営業債権である受取手形及び売掛金は、顧客の信用リス
クに晒されております。有価証券及び投資有価証券につき
ましては、純投資による株式及び債券であり、市場価格に
よる変動リスクに晒されております。
　営業債務である買掛金及び未払金等は、そのほとんどが
１カ月程度の支払い期日のものであります。

(3) 金融商品に係るリスク管理体制

① 信用リスク(取引先の契約不履行等に係るリスク)の管理

当社は、販売管理規程に従い営業債権について、管理
グループで取引先ごとに販売状況を随時把握し、必要に
応じて営業グループと連携し、財務状況等の悪化等によ
る回収懸念の早期把握や軽減を図っております。

② 市場リスク（為替や金利等の変動リスク）の管理

当社は、海外取引を含めすべての取引が円建てとなっ
ており直接的に為替変動リスクを受けておりません。
　有価証券及び投資有価証券については、定期的に時価
や発行体の財務状況等を把握し、四半期ごとの決算で適
正な評価を行っております。

③ 資金調達に係る流動性リスク（支払期日に支払いを実

行できなくなるリスク）の管理

当社は、管理グループで必要資金状況を随時把握し、
手元流動性を一定水準以上維持することにより、流動性
リスクを管理しております。
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(4) 金融商品の時価等に関する事項についての補足説明

　金融商品の時価には、市場価格に基づく価額のほか、市
場価格がない場合には合理的に算定された価額が含まれて
おります。当該価額の算定においては変動要因を織り込ん
でいるため、異なる前提条件等を採用することにより、当
該価額が変動することもあります。

(5) 信用リスクの集中

　特にありません。

2. 金融商品の時価等に関する事項

平成27年６月30日における貸借対照表計上額、時価及びこれ
らの差額については、次のとおりであります。

貸借対照表
計上額

時価 差額

(千円) (千円) (千円)

(1)現金及び預金 3,411,833 3,411,833 ―

(2)受取手形 103,127 103,127 ―

(3)売掛金 329,975 329,975 ―

(4)有価証券 500,000 499,380 △619

(5)投資有価証券

その他有価証券 826,750 826,750 ―

(6)長期預金 1,101,400 1,104,042 2,641

資産計 6,273,087 6,275,107 2,022

(1)未払法人税等 119,781 119,781 ―

負債計 119,781 119,781 ―

(※１)金融商品の時価の算定方法並びに有価証券に関する事項

資産
(1) 現金及び預金、(2)受取手形、(3)売掛金

短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

(4) 有価証券
　時価については、取引金融機関から提示された価格
によっております。

(5) 投資有価証券
　時価については、株式は取引所の価格によっており、
投資信託については、公表されている基準価額によっ
ております。

(6) 長期預金
　定期預金の時価は、一定の期間ごとに区分して、将
来のキャッシュフローを割り引いて現在価格を算定し
ており、その割引率は新規に預金を受け入れる際に使
用する利率を用いております。
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負債
(1) 未払法人税等

　短期間で決済されるため、時価は帳簿価額と近似し
ていることから、当該帳簿価額によっております。

(※２)金銭債権及び満期がある有価証券の決算日後の償還予定額

１年以内
１年超
５年以内

(千円） (千円）

現金及び預金 3,411,833 ―

受取手形 103,127 ―

売掛金 329,975 ―

有価証券 500,000 ―

長期預金 ― 1,101,400

合計 4,344,935 1,101,400

７.１株当たり情報

　(1) １株当たり純資産額 5,967円48銭
　(2) １株当たり当期純利益 321円55銭

(注)1. １株当たり純資産額の算定上の基礎

項目 金額 (千円)

貸借対照表の純資産の部の合計額 7,159,567

普通株式に係る純資産額 7,159,567

普通株式の発行済株式数(株) 1,500,000

普通株式の自己株式数(株) 300,237

１株当たり純資産額の算定に用いら
れた普通株式の数（株)

1,199,763

(注)2. １株当たり当期純利益の算定上の基礎

項目 金額 (千円)

損益計算書上の当期純利益 447,101

普通株主に帰属しない金額 ―

普通株式に係る当期純利益 447,101

普通株式の期中平均株式数 （株) 1,390,448

８．重要な後発事象
　 該当事項はありません。
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会計監査人の監査報告書 謄本

独 立 監 査 人 の 監 査 報 告 書

　平成27年８月20日

株式会社エーワン精密

　 取 締 役 会 御 中

監査法人Ａ＆Ａパートナーズ

指定社員

業務執行社員 公認会計士 笹本 憲一 ㊞

指定社員

業務執行社員 公認会計士 町田 眞友 ㊞

当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、
株式会社エーワン精密の平成26年７月１日から平成27年６月30
日までの第25期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、
損益計算書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその
附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められ
る企業会計の基準に準拠して計算書類及びその附属明細書を作
成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬によ
る重要な虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し
適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備
及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づい
て、独立の立場から計算書類及びその附属明細書に対する意見
を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に
公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監
査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附属明細書に重要
な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るため
に、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施することを求
めている。
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監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開
示について監査証拠を入手するための手続が実施される。監査
手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書
類及びその附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づ
いて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性に
ついて意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リ
スク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監査手続を立案
するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適正な表示
に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採
用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われ
た見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明細
書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証
拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が
国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠
して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び
損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているも
のと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士
法の規定により記載すべき利害関係はない。

以 上
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監査役会の監査報告書 謄本

監査報告書

当監査役会は、平成26年７月１日から平成27年６月30日までの
第25期事業年度の取締役の職務の執行に関して、各監査役が作
成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成
し、以下のとおり報告いたします。

１. 監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容
　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役か
ら監査の実施状況及び結果について報告を受けるほか、取締役
等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受
け、必要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた、監査の方針、職務の分担等
に従い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を
図り、情報の収集及び監査の環境の整備に努めるとともに、取
締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からそ
の職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求
め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び主要な事業所におい
て業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に
記載されている取締役の職務の執行が法令及び定款に適合する
ことを確保するための体制その他株式会社の業務の適正を確保
するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及
び第３項に定める体制の整備に関する取締役会決議の内容及び
当該決議に基づき整備されている体制（内部統制システム）に
ついて、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況につ
いて定期的に報告を受け、必要に応じて説明を求め、意見を表
明いたしました。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る事
業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監
査を実施しているかを監視及び検証するとともに、会計監査人
からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説
明を求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に
行われることを確保するための体制」（会社計算規則第131条各
号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年
10月28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を
受け、必要に応じて説明を求めました。以上の方法に基づき、
当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主
資本等変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書につい
て検討いたしました。
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２．監査の結果
(１）事業報告等の監査結果

一 事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、
会社の状況を正しく示しているものと認めます。

二 取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしく
は定款に違反する重大な事実は認められません。

三 内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当で
あると認めます。また、当該内部統制システムに関する取
締役の職務の執行についても、指摘すべき事項は認められ
ません。

(２）計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人監査法人Ａ＆Ａパートナーズの監査の方法及
び結果は相当であると認めます。

　平成27年８月21日
株式会社エーワン精密 監査役会

常勤監査役 倉橋 幹郎 ㊞
常勤監査役 佐藤 昭三 ㊞
監査役 鈴木 誠 ㊞

以 上

以 上
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株主総会参考書類

議案及び参考事項

第１号議案　剰余金処分の件
剰余金処分につきましては、以下のとおりとい

たしたいと存じます。

１. 期末配当に関する事項
当社は、株主の皆様への利益還元を重要な経営

方針のひとつとして位置づけ、毎期の当期純利益
に対する配当性向を約30％としておりますが、第
25期の経営環境を勘案し、以下のとおりといたし
たいと存じます。

(１）配当財産の種類

金銭といたします。

(２）株主に対する配当財産の割当てに関する事

　 項及びその総額

当社普通株式１株につき金90円といたした

いと存じます。

なお、この場合の配当総額は、

107,978,670円となります。

(３）剰余金の配当が効力を生じる日

平成27年９月29日といたしたいと存じま

す。

２. 剰余金の処分に関する事項
剰余金の処分につきましては、経営の健全な発

展を期し、今後の経営環境を勘案して、以下のと
おりといたしたいと存じます。

（１）増加する剰余金の項目及びその金額

別途積立金 300,000,000円

（２）減少する剰余金の項目及びその金額

繰越利益剰余金 300,000,000円
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第２号議案　定款一部変更の件
１. 提案の理由

平成26年６月27日公布の「会社法の一部を改正

する法律」（平成26年法律第90号）（以下、当該法

律による改正後の会社法を「改正会社法」といい

ます。）によって、新たに監査等委員会設置会社

への移行が可能となりました。

当社においては、経営の迅速な意思決定と業務

執行の機動性を確保しつつコーポレートガバナン

スの一層の強化を図るために、定時株主総会の承

認を前提に、監査役会設置会社から監査等委員会

設置会社へ移行することを決定しました。

定款変更の主な内容は以下のとおりです。
① 監査等委員会の新たな機関設定と監査役及び

監査役会の廃止による規定の変更・削除。

② 取締役会の決議によって重要な業務執行の決

定の全部又は一部を取締役に委任することが

できる規定の新設。

③ 取締役（業務執行取締役等であるものを除

く。）との間で、任務を怠ったことによる損

害賠償責任を限定する契約を締結できる旨の

規定の新設。

なお、責任限定契約に係る定款の変更につきま
しては、各監査役の同意を得ております。

定款変更の効力は、本定時株主総会の終結の時
をもって生ずることといたします。
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２. 定款変更の内容
変更の内容は、次のとおりです。

(下線部分は変更箇所です。)

現行定款 変更案

(新設) (機関)
第４条 当会社は、株主総会及

び取締役のほか、次の機
関を置く。

(1) 取締役会
(2) 監査等委員会
(3) 会計監査人

第４条～第15条 (省略) 第５条～第16条 (現行どおり)

第４章 取締役及び取締役会 第４章 取締役及び取締役会

(取締役会の設置)
第16条 当会社は、取締役会を

置く。

(削除)

(員数)
第17条 当会社に、取締役10名

以内を置く。

(新設)

(取締役の員数)
第17条 当会社の監査等委員で

ある取締役以外の取締役
（以下「監査等委員でな
い取締役」という。）は、
10名以内とする。

② 当会社の監査等委員で
ある取締役は、５名以内
とする。

(選任)
第18条 取締役は、株主総会の

決議によって選任する。
(新設)

② 取締役の選任決議は、
議決権を行使することが
できる株主の議決権の３
分の１以上を有する株主
が出席し、出席した当該
株主の議決権の過半数を
もって行う。

③ 取締役の選任について
は、累積投票によらない
ものとする。

(取締役の選任)
第18条 (現行どおり)

② 前項の規定による取締
役の選任は、監査等委員
である取締役とそれ以外
の取締役とを区別して選
任する。

③ (現行どおり)

④ (現行どおり)
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現行定款 変更案

(新設) (取締役の解任)
第19条 取締役は、株主総会に

おいて解任する。
② 監査等委員でない取締
役の解任決議は、議決権
を行使することができる
株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席
し、出席した当該株主の
議決権の過半数をもって
行う。

③ 監査等委員である取締
役の解任決議は、議決権
を行使することができる
株主の議決権の３分の１
以上を有する株主が出席
し、出席した当該株主の
議決権の３分の２以上を
もって行う。

(任期)
第19条 取締役の任期は、選任

後２年以内に終了する事
業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会終
結の時までとする。

② 補欠又は増員のため選
任された取締役の任期
は、現任取締役の残任期
間とする。

(新設)

(新設)

(取締役の任期)
第20条 監査等委員でない取締

役の任期は、選任後１年
以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関す
る定時株主総会終結の時
までとする。

(削除)

② 監査等委員である取締
役の任期は、選任後２年
以内に終了する事業年度
のうち最終のものに関す
る定時株主総会の終結の
時までとする。

③ 任期の満了前に退任し
た監査等委員である取締
役の補欠として選任され
た監査等委員である取締
役の任期は、退任した監
査等委員である取締役の
任期の満了する時までと
する。
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現行定款 変更案

(代表取締役及び役付取締役)
第20条 取締役会は、当会社を

代表すべき取締役若干名
を選定する。

② 取締役会は、取締役会
長及び取締役社長各１
名、専務取締役及び常務
取締役各若干名を選定す
ることができる。

(代表取締役及び役付取締役)
第21条 取締役会は、その決議

によって、監査等委員で
ない取締役の中から代表
取締役を選定する。

② 取締役会は、その決議
によって、監査等委員で
ない取締役の中から取締
役会長及び取締役社長各
１名、専務取締役及び常
務取締役各若干名を選定
することができる。

(取締役会)
第21条 取締役会は、取締役社

長が招集し、その議長と
なる。取締役社長に事故
あるときは、あらかじめ
定めた順序により、他の
取締役がこれに代わる。

② 取締役会招集の通知
は、各取締役及び監査役
に対し、会日の３日前ま
でに発する。但し、緊急
のときはこの期間を短縮
することができる。

③ 取締役が取締役会の決
議の目的事項について提
案した場合、当該事項の
議決に加わることのでき
る取締役全員が書面又は
電磁的記録により同意の
意思表示をし、監査役が
異議を述べないときは、
取締役会の承認決議があ
ったものとみなす。

④ 取締役会の運営その他
に関する事項について
は、取締役会の定める取
締役会規程による。

(削除)

(新設) (取締役会の招集権者及び議長)
第22条 取締役会は、取締役社

長が招集し、その議長と
なる。取締役社長に事故
あるときは、あらかじめ
定めた順序により、他の
取締役がこれに代わる。

② 前項にかかわらず、監
査等委員会が選定する監
査等委員は、取締役会を
招集することができる。
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現行定款 変更案

(新設) (取締役会の招集通知)
第23条 取締役会の招集通知

は、会日の３日前までに
各取締役に対して発す
る。ただし、緊急のとき
はこの期間を短縮するこ
とができる。

② 取締役の全員の同意が
あるときは、招集の手続
きを経ないで取締役会を
招集することができる。

(新設) (取締役会の決議の省略)
第24条 当会社は、 取締役が

取締役会の決議の目的事
項について提案した場
合、当該事項の議決に加
わることのできる取締役
全員が書面又は電磁的記
録により同意の意思表示
をしたときは、当該提案
を可決する旨の取締役会
の決議があったものとみ
なす。

(新設) (重要な業務執行の決定の委任)
第25条 当会社は、取締役会の

決議によって、重要な業
務執行（会社法第399条
の13第５項各号に掲げる
事項を除く。）の決定の
全部又は一部を取締役に
委任することができる。

(新設) (取締役会規程)
第26条 取締役会に関する事項

は、法令又は本定款のほ
か、取締役会において定
める取締役会規程によ
る。

(報酬等)
第22条 取締役の報酬、賞与そ

の他の職務執行の対価と
して当会社から受ける財
産上の利益（以下、「報
酬等」という。）は、株
主総会の決議によってこ
れを定める。

(新設)

(取締役の報酬等)
第27条 (現行どおり)

② 会社法第361条第１項
各号に掲げる事項は、監
査等委員である取締役と
それ以外の取締役とを区
別して定めなければなら
ない。
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現行定款 変更案

(取締役の責任免除)
第23条 当会社は、会社法第

426条第１項の規定によ
り、取締役会の決議によ
って、同法第423条第１
項に規定する取締役（取
締役であったものを含
む。）の損害賠償責任を
法令の限度において免除
することができる。

(新設)

(取締役の責任免除)
第28条 (現行どおり)

② 当会社は、会社法第
427条第１項の規定によ
り、取締役（会社法第２
条第15号イに定める業務
執行取締役等であるもの
を除く。）との間で、任
務を怠ったことによる損
害賠償責任を限定する契
約を締結することができ
る。ただし、当該契約に
基づく責任の限度額は、
法令が定める金額の範囲
内とする。

第５章 監査役及び監査役会 (削除)

(監査役)
第24条 当会社は、監査役及び

監査役会を置く。

(削除)

(員数)
第25条 当会社に、監査役３名

以上を置く。

(削除)

(選任)
第26条 監査役は、株主総会の

決議によって選任する。
② 監査役の選任決議は、
議決権を行使することが
できる株主の議決権の３
分の１以上を有する株主
が出席し、出席した当該
株主の議決権の過半数を
もって行う。

(削除)
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現行定款 変更案

(補欠監査役の選任)
第27条 当会社は、法令に定め

る監査役の員数を欠くこ
とになる場合に備え、株
主総会において補欠監査
役を選任することができ
る。

②前項の選任については、
第25条第２項に定める規
定を準用する。

③第１項の定めにより予め
選任された補欠監査役が
監査役に就任した場合の
任期は、退任した監査役
の残任期間とする。

④第１項の定めにより予め
選任された補欠監査役の
選任の効力は、選任後４
年以内に終了する事業年
度のうち最終のものに関
する定時株主総会の開始
のときまでとする。

(削除)

(任期)
第28条 監査役の任期は、選任

後４年以内に終了する事
業年度のうち最終のもの
に関する定時株主総会終
結の時までとする。

(削除)

（常勤の監査役）
第29条 監査役会は、その決議

をもって常勤の監査役を
選定する。

(削除)
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現行定款 変更案

(監査役会の招集)
第30条 監査役会の招集通知

は、会日の３日前までに
各監査役に対して発す
る。但し、緊急のときは
この期間を短縮すること
ができる。

② 監査役全員の同意があ
るときは招集手続きを経
ないで監査役会を開催す
ることができる。

(削除)

(監査役会規程)
第31条 監査役会の運営その他

に関する事項について
は、法令及び定款に定め
るほか監査役会で定める
監査役会規程による。

(削除)

(報酬等)
第32条 監査役の報酬等は、株

主総会の決議によって定
める。

(削除)

(監査役の責任免除)
第33条 当会社は、会社法第

426条第１項の規定によ
り、取締役会の決議によ
って、同法第423条第１
項に規定する監査役（監
査役であったものを含
む。）の損害賠償責任を
法令の限度において免除
することができる。

② 当会社は、会社法第
427条第１項の規定によ
り、社外監査役との間に
任務を怠ったことによる
損害賠償責任を限定する
契約を締結することがで
きる。ただし、その賠償
責任の限度額は、法令が
定める金額の範囲内とす
る。

(削除)

― 37 ―

定時株主総会招集通知 （宝印刷）  2015年08月27日 14時50分 $FOLDER; 37ページ



現行定款 変更案

(新設) 第５章 監査等委員会

(新設) (監査等委員会の招集通知)
第29条 監査等委員会の招集通

知は、会日の３日前まで
に各監査等委員に対して
発する。ただし、緊急の
必要があるときは、この
期間を短縮することがで
きる。

② 監査等委員の全員の同
意があるときは、招集の
手続きを経ないで監査等
委員会を招集することが
できる。

(新設) (監査等委員会規程)
第30条 監査等委員会に関する

事項は、法令又は本定款
のほか、監査等委員会に
おいて定める監査等委員
会規程による。

第６章 会計監査人 第６章 会計監査人

(会計監査人)
第34条 当会社は、会計監査人

を置く。

(削除)

(選任方法)
第35条 （省略）

(会計監査人の選任)
第31条 （現行どおり）

(任期)
第36条 （省略）

(会計監査人の任期)
第32条 （現行どおり）

(報酬等)
第37条 会計監査人の報酬等

は、代表取締役が監査役
会の同意を得て定める。

(会計監査人の報酬等)
第33条 会計監査人の報酬等

は、代表取締役が監査等
委員会の同意を得て定め
る。

第38条 （省略） 第34条 （現行どおり）

第7章 計算 第7章 計算

第39条～第43条 (省略) 第35条～第39条 (現行どおり)

３. 日程
定款変更のための株主総会開催日（予定）
平成27年９月27日（日曜日）

定款変更の効力発生日（予定）
平成27年９月27日（日曜日）
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第３号議案　取締役(監査等委員である取締役を除
く。)４名選任の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効
力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ
移行するとともに、当該時点における取締役全員
が任期満了となります。つきましては、取締役
（監査等委員である取締役を除きます。以下、本
議案において同じです。）４名の選任をお願いす
るものであります。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の
効力の発生を条件として、効力を生じるものとし
ます。
取締役候補者は次のとおりであります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位、担当及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式の数

１
はやし てつや

林 哲 也

(昭和40年６月10日生)

平成元年４月 野村證券株式会社入社

1,000株
平成16年１月 当社入社
平成17年７月 西日本営業所長
平成17年９月 取締役就任
平成19年10月 代表取締役社長就任（現任）

２
むろた たけし

室 田 武 師

(昭和38年12月25日生)

昭和61年３月 株式会社エーワン精密（現株
式会社致知）入社

4,800株

平成２年７月 当社入社
平成９年10月 コレットチャック部門リーダ

ー
平成15年９月 取締役就任

コレットチャック部門担当
（現任)

平成19年10月 常務取締役就任
平成23年10月 専務取締役就任（現任）

３
かねまる のぶゆき

金 丸 信 行

(昭和43年12月24日生)

昭和63年５月 株式会社エーワン精密（現株
式会社致知）入社

2,100株
平成２年７月 当社入社
平成12年12月 切削工具部門リーダー
平成19年９月 取締役就任

切削工具部門担当（現任）
平成23年10月 常務取締役就任（現任）

４
うめはら かつひこ

梅 原 勝 彦

(昭和14年３月５日生)

昭和36年３月 大森電機工業株式会社入社

―株

昭和40年５月 有限会社ミツワ製作所を実兄
梅原幸雄と設立

昭和45年９月 有限会社エーワン精密（現株
式会社致知）を設立
同社代表取締役社長就任
（現任）

平成２年７月 当社を設立
同社代表取締役社長就任

平成19年10月 取締役相談役就任（現任）

(注) 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありませ
ん。
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第４号議案　監査等委員である取締役３名選任の件
監査役倉橋幹郎及び鈴木誠の両氏は、本総会終

結の時をもちまして任期満了となります。
当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効

力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ
移行するとともに、当該時点における監査役全員
が任期満了となります。つきましては、監査等委
員である取締役３名の選任をお願いするものであ
ります。なお、本議案につきましては、監査役会
の同意を得ております。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の
効力の発生を条件として、効力を生じるものとし
ます。
　監査等委員である取締役候補者は次のとおりで
あります。
なお、倉橋幹郎及び鈴木誠の両氏は、社外取締

役候補者であります。

候補者
番号

氏 名
(生年月日)

略歴、地位及び重要な兼職の状況
所有する
当社株式の数

１
くらはし みきろう

倉 橋 幹 郎

(昭和16年12月14日生)

昭和61年７月 株式会社三菱銀行（現株式会
社三菱東京UFJ銀行）厚木支店
副支店長就任

1,500株

平成元年４月 同行（現株式会社三菱東京UFJ
銀行）業務推進本部法人業務
部部長代理就任

平成２年11月 株式会社エーワン精密へ出向
平成３年７月 ダイヤモンドファクター株式

会社（現三菱UFJファクター株
式会社）ワイドネット事業本
部営業部長就任

平成16年12月 同社（退職）
平成19年９月 当社監査役就任（現任）

２
さとう しょうぞう

佐 藤 昭 三

（昭和22年１月８日生）

昭和37年４月 大森電機工業株式会社入社

12,000株

昭和46年９月 有限会社エーワン精密
（現株式会社到知)入社

平成２年７月 当社入社
平成３年７月 当社常務取締役就任
平成12年６月 当社管理グループ担当
平成17年９月 当社退社
平成22年９月 当社監査役就任（現任）

３
すずき まこと

鈴 木 誠

（昭和19年５月26日生）

昭和38年４月 名古屋国税局入局

―株

昭和58年７月 東京国税局直税部国税実査官
平成８年７月 税務大学校教育第一部教授
平成10年７月 武蔵府中税務署副署長
平成12年７月 東京国税局調査第四部統括国

税調査官
平成13年７月 新城税務署署長
平成14年７月 荻窪税務署署長
平成15年９月 九段下税理士合同事務所開業
平成23年９月 当社監査役就任（現任）

(注)1. 各候補者と当社との間には、特別の利害関係はありませ
ん。

2. 社外取締役候補者に関する事項
　倉橋幹郎氏は金融機関出身で会計及び会社全般に対する
知識が豊富であり、客観的で専門性の高い監査が可能なた
め社外取締役候補者といたしました。当社の監査役在任年
数は約８年となっております。
　鈴木誠氏は日本各地で税務署員、税務署長を歴任し幅広
く会社実務に対応してきた経験があり、公正で客観的な監
査が可能と判断し社外取締役候補者といたしました。当社
の監査役在任年数は約４年となっております。
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第５号議案　取締役(監査等委員である取締役を除
く。）の報酬等の額設定の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効
力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ
移行いたします。つきましては、改正会社法第
361条第１項及び第２項の定めに従い、現在の取
締役の報酬等の額に関する定めに代えて、取締役

（監査等委員である取締役を除きます。以下、本
議案において同じです。）の報酬等の額を、年額
100,000,000円以内と定めること、並びに各取締
役に対する具体的金額、支給の時期等は、取締役
会の決議によることとさせていただきたく存じま
す。
第２号議案「定款一部変更の件」及び第３号議

案「取締役（監査等委員である取締役を除く。）
４名選任の件」の効力が生じますと、取締役は４
名となる予定です。
本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の

効力の発生を条件として、効力を生じるものとし
ます。
　

第６号議案　監査等委員である取締役の報酬等の額
設定の件

当社は、第２号議案「定款一部変更の件」の効
力が生じた時をもって、監査等委員会設置会社へ
移行いたします。つきましては、改正会社法第
361条第１項及び第２項の定めに従い、監査等委
員である取締役の報酬等の額を、年額20,000,000
円以内と定めること、並びに各監査等委員である
取締役に対する具体的金額、支給の時期等は、監
査等委員である取締役の協議によることとさせて
いただきたく存じます。
　第２号議案「定款一部変更の件」及び第４号議
案「監査等委員である取締役３名選任の件」の効
力が生じますと、監査等委員である取締役は３名
となる予定です。
　本議案は、第２号議案「定款一部変更の件」の
効力の発生を条件として、効力を生じるものとし
ます。

第７号議案　第25期役員賞与支給の件
当期の業績に対する労に報いるため、経営環境

を勘案して当期末における取締役４名に対し総額
12,600,000円の役員賞与を支給したいと存じま
す。
なお、各取締役に対する金額は、取締役会の決

定によることといたしたいと存じます。
　

以 上
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〈メ モ 欄〉
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府中の森　
芸術劇場東

若松町二丁目

東府中駅東

マロウドイン東京

府中の森
芸術劇場

東京都立
府中
工業高

至八王子

至八王子

至新宿

至府中競馬正門前
東府中

甲州街道

京王線

旧甲州街道

至新宿

定時株主総会会場ご案内図
　

　

マロウドイン東京
３階 鳳凰の間

〒183-0005 東京都府中市若松町一丁目４番１号

TEL.042-369-1111

FAX.042-369-1115

交通機関のご案内

　京王線 東府中駅下車徒歩１分

　

※会場が前回と異なっておりますので、ご来場の際は

　おまちがいのないようご注意願います。
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